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サウジ産原油7年ぶり高値　1月積み、供給不安強まる

日本の石油会社が長期契約で輸入する原油価格が大幅に上昇した。サウジアラビア産の代表油種「アラビ

アンライト」の1月積み価格は1バレル86.83ドルで、2021年12月積みに比べ10.97ドル（14.5%）上がり、

2014年9月以来、7年4カ月ぶりの高水準に達した。値決めのベースになるドバイ原油が急伸した影響を受

けた。

アラビアンライトの上昇率は、前月比2割上昇した20年7月積み以来の大きさとなった。ウクライナ問題を

巡り、世界生産の1割を占めるロシア産原油の輸出が米欧の制裁で減るとの警戒感が台頭。親イラン武装組

織フーシ派がアラブ首長国連邦（UAE）に攻撃を加えたことも供給不安を強め、ドバイ原油の1月の月間平

均は昨年12月平均に比べ14%上昇した。

日本が長期契約で輸入する原油は直接取引（ダイレクト・ディール=DD）原油と呼ばれ、ドバイ原油とオ

マーン原油の月間平均価格に調整金を加減して毎月値決めしている。原油需給の引き締まりを背景に、1月

積みは調整金も引き上げられていた。
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パーム油先物が最高値　インドネシア輸出規制で

揚げ油やマーガリンなどに使うパーム油の国際価格が過去最高値を付けた。指標となるマレーシア先物（中心限月）

は31日、一時1㌧5700リンギと年初から17%上がった。世界最大の生産・輸出国のインドネシアが輸出を規制する方

針を示した。最大輸入国インドなどの需要は底堅く、需給逼迫を見越した買いが入った。原油価格の上昇も材料視さ

れた。

パーム油は世界で最も需要が多い植物油で、食品のほか化粧品やバイオ燃料にも使う。インドネシアとマレーシアで

世界の供給量の約9割を占める。ロイター通信によると、インドネシアは27日に国内の食料価格抑制のため輸出量の

20%を国内向けに販売するよう義務付けると発表した。輸出規制の期限は明確になっていない。

世界2位の輸出国マレーシアの生産量は伸び悩んでいる。新型コロナウイルスの感染拡大に伴い入国規制を導入し外国

人労働者が減少。パーム油の原料となるアブラヤシの果実の収穫作業の担い手が不足し、生産効率が落ち込んでい

る。同国のパーム油庁（MPOB）によると、21年12月の輸出量は141万㌧と前年同月比14%減った。

ウクライナ情勢の緊迫などで原油高が続いており、バイオ燃料の需要増が意識されている。同じ植物油の大豆油が値

上がりしていることも強材料。マーケットエッジの小菅努代表は「パーム油相場は天井が見えづらくなっている」と

話す。

パーム油高は日本でも幅広い油脂製品の値上がりにつながっている。J-オイルミルズは2月1日納品分から、業務用

マーガリン製品を1㌔40円以上値上げする。不二製油は2月14日納品分からショートニング類を同50円以上値上げす

る。値上げの動きは21年から続いており、消費者の負担感は増している。
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ＯＰＥＣプラス専門委、22年の供給過剰見通しを下方修正＝報告書

［ロンドン　１日　ロイター］ - 石油輸出国機構（ＯＰＥＣ）と非加盟産油国で構成する「ＯＰＥＣプラ

ス」の合同専門委員会（ＪＴＣ）は、２０２２年の供給過剰見通しを従来の日量１４０万バレルから同１

３０万バレルに引き下げた。ロイターが報告書を入手した。

ＪＴＣは１日に会合を開催。２日にはＯＰＥＣプラスの閣僚級会合が開催される。

ＪＴＣは２２年の世界需要の伸び見通しを日量４２０万バレルで維持。年後半にはパンデミック（世界的

大流行）前の水準を回復すると見込んだ。

ただ、新型コロナウイルスのオミクロン変異株による影響、サプライチェーン（供給網）のボトルネッ

ク、中銀のインフレ対応などの「重大な不確実性」を含め、石油市場には多くのリスクがくすぶっている

と言及。コモディティー市場のボラティリティーや投資不足による産油能力の制限、多くの地域における

高水準の政府債務、地政学的リスクなど石油市場の回復に対する他のリスクも指摘した。

関係者によると、ＯＰＥＣプラスは２日に開催する会合で、３月も毎月日量４０万バレルの増産ペース維

持を決定する可能性が高いという。
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主要国石油備蓄10年ぶり低水準、原油価格押し上げも

［１日　ロイター］ - 世界有数の経済大国における石油の備蓄がほぼ１０年ぶりの低水準にまで減少しており、これを補充しよう

とする動きは原油価格を１バレル＝１００ドルに向け後押しする可能性がある。

世界経済がパンデミック（世界的大流行）から回復する中、原油価格はパンデミック期間中の安値である１６ドル前後から１月２

８日には９２ドル近くまで上昇。しかし、アナリストの間では、いつ高値を付けるかについては議論がある。

国際エネルギー機関（ＩＥＡ）でさえ、パンデミックの波がトレンドのモデル化を困難にしていると指摘。また、ロシアによるウ

クライナ侵攻の可能性や一連の供給ショックを巡る世界的な不安で市場が混乱、原油価格は上昇、インフレが高進し世界経済の回

復を脅かしている。

調査コンサルタント会社エナジー・アスペクツは「世界中の原油と石油製品でタンクの底が見えてきている」と指摘。備蓄タンク

は極めて低水準で、石油輸出国機構（ＯＰＥＣ）加盟国とロシアなどの非加盟国で構成する「ＯＰＥＣプラス」の主要生産国は約

束した生産目標の達成に苦慮している、との見方を示した。

「石油市場には緩衝部分がほとんど残っていないという認識が広がっている」という。

ＩＥＡによると、経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）加盟国の備蓄水準は１１月に７年ぶりの低水準となり、１２月にはさらに減少す

る見込み。欧州、および日本と韓国を中心とする特にアジア太平洋の各国が最も枯渇した水準となっている。

ＩＥＡによると、備蓄はパンデミックによるロックダウン（都市封鎖）中に拡大し、２０２０年７月には３２億バレルと過去最高

を記録したが、その後は２８億バレルとなった。

米国では備蓄補充が始まっている可能性がある。エネルギー情報局（ＥＩＡ）のデータによると、１月上旬に１８年１０月以来の

低水準となる４億１３３０万バレルを記録した原油在庫はここ２週間で再び積み上がっている。

みずほ証券ＵＳＡのエネルギー先物担当ディレクター、ロバート・ヨーガー氏によると、既に購入された石油が蓄えられること

で、米国の備蓄が増加する可能性がある。

「１年のうちこの時期は製油所の稼働率が低下する傾向にある。製油所に送られる原油の量が減れば、使われなかった原油は備蓄

に回ることになる」。

備蓄の減少がいつ持続的に反転するかについては意見が分かれている。

モルガン・スタンレーは、２２年には在庫がさらに減少すると予測。ゴールドマン・サックスは、発展途上国の備蓄が今世紀に

入ってから最低になると見ている。

一方、コンサルタント会社ＦＧＥは、数週間後には備蓄が増え始めると予測している。

バークレイズは、たとえ備蓄が現在の数年ぶりの低水準をわずかに上回る程度であっても、その需要で原油価格は支援されると指

摘。「今年の余剰を予想しているが、在庫は抑制されたままとなる公算が大きく、価格は支援され続けるだろう」との見通しを示

した。


